
Ⅰ．はじめに

　平成９年（１９９７年）の地球温暖化防止京都会議（COP３）で

締結された京都議定書（柳下，１９９８）にはじまる二酸化炭素など

の温暖化ガス排出量削減に向けた取り組みの中で，森林は二酸化

炭素吸収源としての役割が注目されている。そこでは国家レベル

で森林による炭素の蓄積量，吸収量を把握する必要があり，林業

センサスや林野庁の森林資源現況調査といった森林資源に関する

既存情報を使って推定する取り組みが見られる（松本ほか，

２００２）。これらは正確さ・透明性を求められており，情報の基礎

である森林簿や森林計画図といった森林情報の整備や精度向上が

期待されている（松本，２００１）。

　こうした期待は国レベルだけでなく，市町村のレベルでも認め

られる。山林地では権利関係も複雑だったことから，明治期の地

租改正時でもそのための作業が行われなかった（小笠原，２０００）。

そのため境界が不明確なままのものが多く，中山間地で過疎と高

齢化が進み境界を知る人が減少しつつある。国土調査事業に基づ

いた地籍調査は一筆地ごとに所有者，地目，境界位置などを調

査・測量して確定する。地籍調査の早期完了が急務というだけで

なく，平成１０年の森林法の改正で森林施業の管理における役割が

強化された市町村にとって森林情報の整備やその正確さは業務推

進上の重要な要件とされる。

　従来の森林計画図は，森林管理の最小単位である小班界が手書

きによる境描線が使われていて，高精度な地籍図とほとんどあわ

ないのが現状である（松下・吉田，１９９８）。森林簿の面積がそれ

をもとに求められればやはり現状と乖離してしまうであろう。そ

のため，多くの都道府県では森林計画図の精度向上ならびに森林

情報の利便性を高度化するために，オルソフォトや衛星データを

活用したり森林GIS（地理情報システム）を導入しつつある（松

下・吉田，１９９８；林野庁計画課，２００１など）。地籍調査の進展に

伴い，その成果であるデジタル化された地籍図等の地籍情報を森

林情報に導入して，その精度を効率的に向上させることが期待さ

れている（小笠原，２０００；松本，２００１）。

　ところで，昭和２６年からはじまり５０年間以上進められてきた地

籍調査の全国での進捗率は４割強で，そのうち林地での進捗率は

４割に満たない。先述の背景から林地での地籍調査のスムースな

進捗が望まれるが，そのためには林業関係者の協力も必要とされ

る（小笠原，２０００）。実際の面積が従前の明治時代の地租改正事

業等における測量結果をもとに作成された公簿上の面積よりも多

いことを縄延び，少ないことを縄縮みという（安藤，２００１）。明

治時代の測量結果は一般に正確さを欠くことなどから，地籍調査

は正確な調査と高精度な測量によって正確な土地に関する記録

（地籍）を整備するために行われている（地籍調査研究会，

１９９８；國見ほか，２０００）。そのため地籍調査の済んでいない箇所

では縄延び，縄縮みが含まれていて，むしろ山林地ではその程度

が大きいと考えられている（小笠原，２０００）。縄延び・縄縮みの

状況を把握することは，地籍調査が未完の段階では地租改正時由

来の公図や公簿を参照する上で有効なことで，調査の進捗を促す

ことにもつながるといえよう。したがって，地籍調査前の面積を

調査後の面積と比較することによって，縄延び・縄縮みの程度を
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推察しようと考えた。また，進捗状況は地域の自然や社会的特性

に影響を受けていると考えられることから，今後，調査をスムー

スに進めるためには，地域特性を考慮した推進方法が有効といえ

る。

　そこで，本報告は都道府県別の調査データから，林地における

地籍調査前後での面積の変動を明らかにした。一方で進捗状況の

地域的特徴を明らかにするために，進捗率に関連する要因を分析

し都道府県を類型化した。これまで，都道府県別に調査し検討し

た報告はみられないことから，地籍調査成果の導入効果を示すだ

けでなく，調査の推進を促すことにもつながると考えられる。

　本研究の一部は，農林水産省技術会議環境研究「森林，海洋等

におけるCO２収支の評価の高度化」の一環として行われた。

Ⅱ．材料と方法

　地籍調査の状況を都道府県ごとに調査するため地籍調査担当係

に対してアンケート調査を郵送方式で平成１３年に実施した。そこ

で得られた数値をもとに以下の分析を行った。アンケート調査表

の回収率は８３％（＝３９件／４７件）であった。

　地籍調査の状況に関する調査表の質問項目は次の３つの設問か

らなる。問１：都道府県で実施された地籍調査の進捗状況（平成

１２年度末現在）として，調査対象総面積（km２），そのうちの林

地面積（km２），調査済総面積（km２），そのうちの林地面積

（km２）。問２：平成１１年と１２年度に認証された箇所の集計値とし

て，地目別の調査前面積（km２），調査後面積（km２）。地目区分

は調査所定の２３区分（國見ほか，２０００）を用いて，田，畑，宅地，

山林，原野，その他の６区分とした。「その他」は塩田，鉱泉地，

池沼，墓地，境内地，溜池，公園及び雑種地等の１８区分で構成さ

れる。問３：地籍調査成果の森林情報への活用に関する意見（択

一式）。

　１．地籍調査前後における地目別面積変動

　アンケート結果で得られた地籍調査後の面積を調査前の面積で

除した値を「面積変動値」として求めた。地籍調査によって面積

がどの程度変動するかを分析するために，地目別面積変動値を対

応のある因子による一元配置の分散分析法によって検定した。面

積変動値が地目間で有意差があると認められた場合は，多重比較

検定（Tukey の HSD法）を有意水準５％で行った。こうした面

積変動の現状を九州地域（沖縄県を含む）について明らかにする

ために九州地域とそれ以外の地域の２群に分けて，地目別に面積

変動値の平均を比較（t検定）したほか，群ごとに上述と同様な

分析を行った。

　２．地籍調査の進捗状況に関する分析

　アンケート調査で得られた数値から次式で示す４つの変数（以

下，それぞれを全進捗率，林地進捗率，林地進捗係数，調査対象

林地割合と呼ぶ）を算出した。これらをもとに地籍調査対象地全

体の進捗状況における林地での進捗程度を分析した。

　　全進捗率＝調査済総面積／調査対象総面積………………（１）

　　林地進捗率＝調査済林地面積／調査対象林地面積………（２）

　　林地進捗係数＝林地進捗率／全進捗率……………………（３）

　　調査林地割合＝調査対象林地面積／調査対象総面積……（４）

　また，進捗率に関連する地域的要因をアンケートデータのほか

に２０００年の世界農林業センサス，国勢調査を用いて重回帰分析に

より明らかにした。そして，得られた要因を変数として主成分分

析を行い，主成分スコアをクラスター分析して，都道府県の進捗

状況を地域特性で類型化した。

　３．地籍調査成果の森林情報への活用

　行政にとっての成果の効用は従来型の登記行政への反映をはじ

め，多くの効用が指摘されていて，森林GISも含め行政財産管理

等のGIS に基図等として利活用されつつある（小笠原，２０００）。

今後，都道府県で森林GISに地籍調査成果をスムースに導入する

に必要な点を把握する意味で，森林情報への活用に対する意見に

ついて簡単な質問を設けて意向を検討した。一方，地籍調査担当

者のアンケート調査と同時期に，森林情報への地籍調査成果の導

入状況を明らかにするために，都道府県の森林計画担当者に対し

てもアンケート調査を郵送方式で実施した（回収率８９％＝４２件／

４７件）。この結果も用いて，森林情報への地籍調査成果の活用状

況と問題点について考察した。

　なお，統計解析には SPSS11.0J を用いた。

Ⅲ．結果と考察

　１．地籍調査前後における地目別面積変動

　平成１１年と１２年度において認証された箇所の面積変動値につい

て，地目別の全国平均値（n＝３５）を平均値±標準誤差のエラー

バーで示したのが図－１である。面積変動値は地目間に有意差が

認められた（ANOVA，p＜０．００１）。多重比較検定の結果，山林

の面積変動値（１．７３）は全体平均を示す地目計（１．４０）との間に

差は認められなかったが，田（０．９１），畑（０．８６），宅地（１．２３），

原野（０．８８）より高く有意差が認められた。また田，畑，宅地，

原野の間には有意差が認められず，宅地を除いた田，畑，原野は

いずれも地目計より低く有意差が認められた。地目「その他」は

２．６５で，他の地目区分よりもかなり高く有意差が認められた。

　田，畑，宅地，原野の間に有意差はないものの田・畑・原野に

やや縄縮みの傾向が，逆に宅地にやや縄延びの傾向が認められた。
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図－１．平成１１年と１２年度における認証箇所の調
査前後での地目別面積変動値

　　　　異なるアルファベットはTukey の HSD
法による多重比較検定で有意差が認めら
れたことを示す（p＜０．０５）。



その４区分の面積変動値は０．９～１．２で縄延び・縄縮みの程度が小

さく地籍調査によって面積はあまり変わっていない。これに対し

て山林は地籍調査後の面積が平均で１．５倍以上になるという比較

的大きな縄延びの傾向が認められた。「その他」には，地租改正

時の調査が後回しされていたり農民の申告で代用された可能性が

高い鉱泉地，池沼，墓地，牧場などといった地目が多く含まれて

いる。地租改正時の調査は権利関係が複雑であったり境界の不明

なものは後回しにされたり，その後の補完作業も納税者である農

民が作成した絵図で行われた（小笠原，２０００）。そのため，「その

他」が大きな縄延びを示したと推察される。

　沖縄県を含めた九州地域の面積変動値は九州以外の地域と比べ

て山林（２．５２）が１．０１だけ，地目計（１．６４）が０．３２だけ高かった

（p＜０．０１）（表－１）。それ以外の地目については有意差がな

かった（p＞０．０５）。一元配置分散分析の結果，２つの群とも面積

変動値は地目間に有意差が認められた（p＜０．００１）。多重比較検

定を行ったところ，田，畑，宅地，原野，その他については上述

した全国の特徴とほぼ同様であった。しかし，九州地域では山林

とその他がそれぞれ２．５２，２．５６という高い値を示し他の地目と有

意差が認められた。一方，九州以外の地域では山林の縄延びの程

度が小さく田，宅地，原野と有意差が認められなかった。した

がって，地目別面積変動は山林を除く田，畑，宅地，原野，その

他については，九州地域とそれ以外の地域では差がないが，九州

地域においてはそれ以外の地域に比べ山林で縄延びの程度が大き

く，それが地目計の縄延びの程度を若干大きくしていると考えら

れる。

　２．地籍調査の進捗状況に関する分析

１）林地の進捗状況

　今回の調査で問１の林地についての調査面積は不明とするもの

がいくつかあった。それを除いた問１の有効回答３４件で進捗率を

算出した。林地進捗率（３３％）の方が全進捗率（３６％）より３ポ

イント小さかった（t検定，　p＜０．０１）。進捗状況を調査対象面

積の関係でみるために，調査済面積を従属変数，調査対象面積を

独立変数とする単回帰分析を行ったところ次の有意な回帰式を得

た（図－２）。

　　林地：y＝０．４０４x－１９９．５８（r＝０．６３８，p＜０．００１）……（５）

　　全対象地：y＝０．４２５x－２８８．４０（r＝０．６００，p＜０．００１）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　……………………（６）

ただし，y：調査済面積（km２），x：調査対象面積（km２）で，

それぞれの式において林地あるいは全対象地に関する値を示

す。

　こうした調査済面積と調査対象面積の関係に関して，調査対象

面積を共変量とする共分散分析を行ったところ，林地と全対象地

69

九州森林研究　No．５７　２００４．３

表－１．平成１１年と１２年度における認証箇所における調査前後での地目別面積変動値（九
州地域とそれ以外の比較）（平均値±標準誤差）

p九州地域以外（n＝２７）九州地域（n＝８）地目

０．４３２０．９２±０．０４a，b０．８５±０．０５a，b田

０．９１３０．８７±０．０８a０．８５±０．０３a，b畑

０．２９６１．２１±０．０５a，b１．３１±０．１０a，b宅地

０．００２＊＊１．５１±０．１２b２．５２±０．３８c山林

０．１２１０．９７±０．１１a，b０．６２±０．１０a原野

０．９１９２．６３±０．３４c２．５６±０．３９cその他

０．００９＊＊１．３２±０．０４a，b１．６４±０．１６b計

pは九州地域とそれ以外の地域に関する平均値の差の有意確率（t検定）である。＊ p＜０．０５，＊＊ p＜０．０１。
異なるアルファベットはTukey の HSD法による多重比較検定で有意差が認められたことを示す（p＜
０．０５）。

図－２．調査対象面積と調査済面積からみた地籍
調査の林地における進捗状況

図－３．全進捗率と林地進捗係数でみた地籍調査
の林地における進捗状況



の回帰係数に有意差は認められなかった（p＝０．８８０）。

　別の視点から林地の進捗状況を検討するために，林地進捗係数

と全進捗率の関係を検討したところ，両者の間には有意な正の相

関が認められた（r＝０．５１９，　p＜０．０１）（図－３）。このことか

ら，全進捗率が高いところほど調査対象全体の中でも林地の調査

が相対的に進んでいる傾向が窺える。なお，図－３では全国に対

する九州地域の状況を示すために九州各県を別の記号で表示した。

九州地域の全進捗率，林地進捗率，林地進捗係数の平均値はそれ

ぞれ６２％，６０％，９８％でそれ以外の地域の値（それぞれ３０％，

２５％，７１％）よりも高く有意差が認められた（t検定，　p＜

０．０１）（表－２）。調査林地割合については，九州地域（０．６１）と

それ以外の地域（０．６３）で有意差は認められなかった。したがっ

て，九州地域はそれ以外の地域と比較して，地籍調査は全体的に

進んでいるといえる。しかも，調査対象である林地割合はほぼ同

じであるけれども，林地での調査は調査対象全体の進捗とほぼ同

程度の進捗であって，九州以外の地域よりもスムースな進捗が窺

える。

　２）進捗に関連する要因分析と進捗状況の類型化

　地域特性の中で地籍調査の進捗に関連すると想定される変数を

センサス，国勢調査から選び分析対象とした。変数間の相関係数

を表－３に示した。それをもとに，全進捗率と林地進捗率をそれ

ぞれ従属変数とする重回帰分析を変数減少法で行った結果，全進

捗率，林地進捗率ともに次式の組み合わせで最も良く説明できる

ことがわかった。進捗率に最も関連している要因は総人口，次い

で可住地面積割合＞可住地人口密度＞調査対象総面積であった。

全進捗率（×１００％） Y＝０．０１９３５X１（１．１５）－

０．００１６８８X２（－１．８１）＋０．０００１３２４X３（０．９５）＋

０．００００９６６３X４（０．７９）－０．５６５８

　（r＝０．６２５，p＝０．００４）　　　　　　……………………（７）

林地進捗率（×１００％） Y＝０．０２１３５X１（１．１４）－

０．００１９６６X２（－１．８４）＋ ０．０００１７１７X３（１．０）＋ ０．０００１０９５X４ 

（０．７９）－０．７２９０

　（r＝０．５７８，p＝０．０１６）　　　　　　……………………（８）

ただし，X１：可住地面積割合（％），X２：総人口（万人），X３：

可住地人口密度（人／ km２），X４：調査対象総面積（km２）を示

す。（　）内は標準偏回帰係数を示す。

　得られた４つの要因を使った主成分分析の結果，２つの主成分

を抽出した（累積寄与率９０％）（表－４）。主成分１は，正方向に

総人口，可住地人口密度が強く影響していることから人口の総数

と集中度を示す因子と解釈した。主成分２は，正方向に調査対象

総面積が強く影響し，負方向に可住地面積割合が影響している。

調査対象総面積は総面積と森林面積に高い正の相関があり，可住

地面積割合は森林面積割合と高い負の相関がある（表－３）。し

かも総面積と森林面積は非常に高い正の相関がある。このことか

ら主成分２は総面積と森林割合を示す因子と解釈した。したがっ

て，主成分１の正方向は人口量が多く密度も高い状態を，負方向

は逆に人口量が少なく密度が低い状態を意味する。主成分２の正

方向は総面積が大きく森林割合が大きい，いわゆる山地の広いこ

とを，負方向は総面積が小さく可住地面積が広く森林が少ない，

いわゆる平野が広いことを意味する。

　次に，都道府県別に２つの主成分スコアを算出し，クラスター

分析によって４つの群に類型化した。クラスター化にはWard 法

を，類似度にはユークリッド平方距離を用いた。構成された群の

主成分１と２のスコアの分布状態から，それぞれの群を次のよう

に特徴づけた：人口集中平野型，人口分散平野型，山地型，人口

分散山地型（図－４）。類型化されたタイプごとに林地における
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表－２．地籍調査の林地における進捗率（九州地域とそれ以外の比較）（平均値±標準誤差）
（単位：×１００％）

p九州地域以外（n＝２７）九州地域（n＝７）区分

０．００３＊＊０．２５±０．２６０．６０±０．１５林地進捗率（A）

０．００２＊＊０．３０±０．２４０．６２±０．１５全進捗率（B）

０．００２＊＊０．７１±０．３９０．９８±０．０６林地進捗係数（A/B）

０．７８４０．６３±０．１６０．６１±０．１０調査林地割合

pは九州地域とそれ以外の地域に関する平均値の差の有意確率（t検定）である。＊ p＜０．０５，＊＊ p＜０．０１。

表－３．地籍調査の進捗率の要因分析に使用した変数の相関行列

調査対象
林地面積

調査対象
総面積

可住地人
口密度

人口密度総人口
可住地面
積割合

森林面積
割合

総面積
民有林面
積

森林面積
林地進捗
率

全進捗率　変数

１全進捗率（＊）

１０．９７９林地進捗率（＊）

１０．２０４０．１２２森林面積

１０．９１４０．０６５－０．０６０民有林面積

１０．８８３０．９９５０．２２５０．１５６総面積

１０．１８６０．５０４０．２７６０．０１３－０．０５３森林面積割合

１－０．９８５－０．２１３－０．５１６－０．３０１０．００９０．０５５可住地面積割合

１０．６７３－０．６４９０．１０４－０．０７７０．０５０－０．２５２－０．３１１総人口

１０．８７４０．６６２－０．６３７－０．１９２－０．３７０－０．２３２－０．２０７－０．２６４人口密度

１０．９８４０．８６００．５７２－０．５４６－０．２１９－０．３５６－０．２５１－０．２６７－０．３２７可住地人口密度

１－０．４４７－０．４７２－０．２４５－０．５５４０．５７００．９３５０．９１６０．９２２０．１７６０．０７３調査対象総面積（＊）

１０．９３３－０．５２９－０．５７３－０．４５９－０．７６３０．７７６０．８２８０．９８１０．９０１０．１２１０．１８９調査対象林地面積（＊）

下線のついた数値は有意な相関（p＜０．０５）があることを示す。＊印のついた変数はアンケートで得られた値で，それ以外は２０００年の世界農林業センサス，
国勢調査による。



地籍調査の進捗状況を示す４つの変数値を図－５に示した。類型

間の差は有意水準５％では林地進捗係数と調査林地割合だけで認

められた（LSD法による多重比較検定）。残る２つの変数でも有

意水準５％に近い有意確率が認められたことから，今回は有意水

準１０％の検定結果を採用した（図－５）。全進捗率は人口分散山

地型（０．４７）が最も高く，次いで山地型（０．３７），人口分散平野

型（０．３１）で人口集中平野型（０．２３）が最も低い。林地進捗率で

は人口分散山地型（０．４５）が最も高く，次いで山地型（０．２９）で

人口分散平野型（０．２５）と人口集中平野型（０．２２）が最も低いが

両者には差が認められない。林地進捗係数は人口分散山地型

（０．８８）が最も高く，次いで山地型（０．６９）と人口集中平野型

（０．８９）で，最も低いのは人口分散平野型（０．５９）である。人口

集中平野型が中間に位置するのは標準誤差が大きいことによる。

調査林地割合でも人口分散山地型（０．７２）が最も高く，次いで山

地型（０．６９）＞人口分散平野型（０．６３）＞人口集中平野型

（０．３８）で，特に人口集中平野型は他よりも０．２５以上低い。

　以上の結果から，類型化されたタイプを特徴づけるために，変

数値の程度を３段階で表示した（表－５）。たとえば，人口分散

山地型は全進捗率，林地進捗率ともに最も高い。林地進捗係数も

最も高いことから，林地での調査が最も進んでいるタイプと推察

できる。山地型は人口分散山地型の特徴に近いが，やや林地進捗

係数が低いタイプである。これは調査対象面積が広いためと考え

られる。人口分散平野型は全進捗率が中程度にもかかわらず林地

での進捗状態が最も悪い。しかし，調査林地割合は中程度に位置

するので未調査状態の林地が多く存在すると推察される。人口集

中平野型は林地だけでなく地籍調査全体の進捗が最も低い。調査

林地割合が最も低く，総人口や人口密度が高い，いわば大都市を
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表－４．得られた４つの要因による主成分分析結果

主成分２主成分１　　変数

－０．５５１０．６８７可住地面積割合

－０．０９００．９８９総人口

－０．２６２０．９０２可住地人口密度

０．９７１－０．１５４調査対象総面積

９０．２５７．２累積寄与率（％）

バリマックス回転済。

図－４．進捗に関連する４つの要因による主成分
分析で得られた主成分スコアの散布図

図－５．地積調査の進捗状況に関する変数値（平均値±標準誤差）の類型による違い
　　　　異なるアルファベットは LSD法による多重比較検定で有意差が認められたこ

とを示す（p＜０．１０）。



抱えていることが特徴である。全国進捗率が現時点で４５％に対し

て，都市部での進捗は１８％にまで落ち込む（日刊建設工業新聞

２００３年６月３０日）。こうした人口集中地域での進捗の低さがこの

タイプの特徴にあらわれている。

　３．地籍調査成果の森林情報への活用

　問３は回収件数（３９件）すべてが有効だった。用意した４つの

選択肢の回答件数と構成比は「積極的に活用して欲しい」１６件

（４１％），「活用に際して市町村の意見を聞いて欲しい」２２件

（５６％），「活用には反対」０件（０％），「その他（記述欄）」１件

（３％）であった。「その他」とした１件の内容は，林地の調査が

ほとんど進んでいないため，なんとも言えないというものだった。

このことから成果の活用に関してはすべて賛同の意向を示してい

るが，６割近くが事業主体である市町村の意見を尊重する必要性

を示していることがわかった。

　ところで，都道府県の森林計画担当者を対象に行った，森林情

報への地籍調査成果の導入状況に関するアンケート調査結果によ

ると，実際に地籍図等の地籍調査成果を導入して森林計画図を更

新していたのは６０％（２５件）であった。成果導入済森林がそれぞ

れの民有林総面積に占める割合は３９％±７．０％（平均値±標準誤差，

n＝２２）となった。しかし，ほとんどがスムースに導入できてい

ないとし，大半が予算や人員不足を理由にあげた。中には，地籍

図の貸し出しを行わない市町村があるとした回答もみられた。一

方，全く導入していないとした回答は３８％（１６件）で，その理由

は地籍調査が進んでいない（９件），時間と労力不足（５件），そ

の他（２件）であった。すなわち，地籍調査成果の森林情報への

活用に関しては期待が高いにもかかわらず，林地進捗率の低さや，

導入のための時間的・労力的余裕がないために，導入率は６割程

度にとどまっているようである。実際に導入作業をしつつあって

も予算や人員の不足が障害になっているといえよう。

　地籍調査成果の森林情報への積極的な活用を推進するためには，

こうした課題に対処する必要があるといえよう。同時に，事業主

体である市町村との協力体制も重要な要素といえる。

Ⅳ．おわりに

　今回の一連の分析は４７都道府県ごとに実施したアンケート調査

で得たデータによって行った。地籍調査に関わる今回使用した

データの多くが，既存統計になかったため，アンケート調査法で

データを収集することにした。全国４７都道府県での状況を明らか

にする目的で行ったものであるが，残念ながら８件が未回答のま

まで回収率１００％のもとで分析できなかった。本報告で得られた

結果を補強する意味で，完全なデータセットで再度，分析するこ

とが今後の課題といえよう。

　最後に，アンケート調査にご協力いただいた都道府県の地籍調

査担当ならびに森林計画担当の方々にお礼を申し上げる。地籍調

査に関するアンケートの実施に際して国土交通省土地・水資源局

国土調査課の方々ならびに社団法人全国国土調査協会常任理事　

小笠原希悦氏には有益な資料と助言を頂いた。ここに，つつしん

で感謝の意を表する。
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表－５．地籍調査の進捗状況に関する類型区分別の特徴

調査林地割合林地進捗係数林地進捗率全進捗率類型区分

ＨＨＨＨ人口分散山地型

ＭＭＭＭ山地型

ＭＬＬＭ人口分散平野型

ＬＭＬＬ人口集中平野型

Ｈ，Ｍ，Ｌは程度の３段階表示で，それぞれ高，中，低を示す。


